
東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
お問い合わせ先（コールセンター）
TEL 0 1 2 0 ― 1 0 6 2 1 2
　　　（営業日の 9：00～17：00）
h t t p : / /www . d a iw a－am . c o . j p /

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ日本リート・ファンド」お
よび「ダイワ日本リート・ファンド・マネー・
ポートフォリオ」は、このたび、第 ₃ 期の決
算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<4829>
<4830>

ダイワ日本リート・ファンド
ダイワ日本リート・ファンド・
マネー・ポートフォリオ

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類

ダイワ日本リート・
ファンド 追加型投信／国内／不動産投信（リート）

ダイワ日本リート・
ファンド・マネー・
ポートフォリオ

追加型投信／国内／債券

信託期間 約 ₅ 年間（2012年 ₆ 月29日～2017年 ₆ 月22日）

運用方針

ダイワ日本リート・
ファンド 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

ダイワ日本リート・
ファンド・マネー・
ポートフォリオ

主としてわが国の公社債への投資により、利
息収入の確保をめざして運用を行ないます。

主要投資
対　　象

ダイワ日本リート・
ファンド

わが国の金融商品取引所上場（上場予定を含
みます。）の不動産投資信託の受益証券および
不動産投資法人の投資証券（以下総称して「不
動産投資信託証券」といいます。）

ダイワ日本リート・
ファンド・マネー・
ポートフォリオ

イ ．ダイワ・マネー・マザーファンド（以下「マ
ザーファンド」といいます。）の受益証券

ロ．本邦通貨表示の公社債

運用方法

ダイワ日本リート・
ファンド

①わが国の不動産投資信託証券（リート）市
場全体の中長期的な動きを捉える投資成果を
めざして運用を行ないます。
②運用にあたっては、わが国の金融商品取引
所に上場されている不動産投資信託証券の時
価総額構成比に応じて各銘柄の組入比率を決
定します。不動産投資信託証券の組入比率は
通常の状態で高位に維持することを基本とし
ます。
③運用の効率化を図るため、不動産投信指数
先物取引を利用することがあります。このた
め、不動産投資信託証券の組入総額と不動産
投信指数先物取引の買建玉の時価総額の合計
額が、信託財産の純資産総額を超えることが
あります。

ダイワ日本リート・
ファンド・マネー・
ポートフォリオ

①マザーファンドの受益証券およびわが国の
公社債を中心に投資することにより、安定運
用を行ないます。
②邦貨建資産の組入れにあたっては、取得時
に第二位（Ａ－ ₂ 格相当）以上の短期格付で
あり、かつ残存期間が ₁ 年未満の短期債、コ
マーシャル・ペーパーに投資することを基本
とします。

組入制限

ダイワ日本リート・
ファンド ・株式組入上限比率は純資産総額の10％以下

ダイワ日本リート・
ファンド・マネー・
ポートフォリオ

・マザーファンドの組入上限比率は無制限
・株式組入上限比率は純資産総額の30％以下

分配方針

ダイワ日本リート・
ファンド

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売
買益（評価益を含みます。）等とし、原則とし
て、基準価額の水準等を勘案して分配金額を
決定します。基準価額の水準によっては、ポー
トフォリオの流動性等を考慮し、分配金額を
決定する場合があります。ただし、分配対象
額が少額の場合には、分配を行なわないこと
があります。

ダイワ日本リート・
ファンド・マネー・
ポートフォリオ

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売
買益（評価益を含みます。）等とし、原則とし
て、基準価額の水準等を勘案して分配金額を
決定します。ただし、分配対象額が少額の場
合には、分配を行なわないことがあります。

※ ダイワ日本リート・ファンド・マネー・ポートフォリオは、ファミリーファ
ンド方式で運用を行ないます。ファミリーファンド方式とは、受益者から
の資金をまとめてベビーファンド（当ファンド）とし、その資金を主とし
てマザーファンドの受益証券に投資して、実質的な運用をマザーファンド
で行なう仕組みです。

運用報告書（全体版）
第 3 期

（決算日 2015年 6 月22日）



ダイワ日本リート・ファンド

★ダイワ日本リート・ファンド
■設定以来の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 東証ＲＥＩＴ指数

（配当込み） 投資信託
証　　券
組入比率

不 動 産
投信指数
先物比率

純 資 産
総 額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₁ 期末（2013年 ₆ 月24日） ₁₂, ₉₂₀ ₇₀₀ ₃₆. ₂ ₂, ₁₁₀. ₈₈ ₄₂. ₀ ₉₇. ₀ ₂. ₅ ₆, ₁₉₉ 
₂ 期末（2014年 ₆ 月23日） ₁₄, ₇₉₀ ₁, ₅₀₀ ₂₆. ₁ ₂, ₆₈₀. ₆₄ ₂₇. ₀ ₉₈. ₄ ₁. ₇ ₅, ₀₂₅ 
₃ 期末（2015年 ₆ 月22日） ₁₆, ₁₄₅ ₁, ₃₀₀ ₁₈. ₀ ₃, ₁₉₄. ₄₇ ₁₉. ₂ ₉₇. ₃ ₂. ₀ ₆, ₅₅₂ 

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）不動産投信指数先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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（注）期末の基準価額は分配金込みです。
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ダイワ日本リート・ファンド

年 月 日
基 準 価 額 東証ＲＥＩＴ指数

（配当込み）
投資信託
証　　券
組入比率

不 動 産
投信指数
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₆ 月₂₃日 ₁₄, ₇₉₀ ― ₂, ₆₈₀. ₆₄ ― ₉₈. ₄ ₁. ₇

₆ 月末 ₁₄, ₉₅₄ ₁. ₁ ₂, ₇₁₀. ₉₀ ₁. ₁ ₉₇. ₉ ₁. ₇
₇ 月末 ₁₅, ₁₅₁ ₂. ₄ ₂, ₇₄₉. ₀₆ ₂. ₆ ₉₆. ₈ ₂. ₉
₈ 月末 ₁₅, ₅₀₀ ₄. ₈ ₂, ₈₁₅. ₁₈ ₅. ₀ ₉₇. ₇ ₁. ₈
₉ 月末 ₁₅, ₇₃₀ ₆. ₄ ₂, ₈₅₉. ₂₃ ₆. ₇ ₉₇. ₉ ₁. ₈
₁₀月末 ₁₆, ₁₇₁ ₉. ₃ ₂, ₉₄₂. ₂₉ ₉. ₈ ₉₈. ₃ ₁. ₈
₁₁月末 ₁₇, ₂₄₄ ₁₆. ₆ ₃, ₁₃₉. ₇₂ ₁₇. ₁ ₉₈. ₈ ₁. ₃
₁₂月末 ₁₇, ₉₆₄ ₂₁. ₅ ₃, ₂₇₃. ₆₀ ₂₂. ₁ ₉₈. ₅ ₁. ₃

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₇, ₈₇₇ ₂₀. ₉ ₃, ₂₆₀. ₆₄ ₂₁. ₆ ₉₈. ₃ ₁. ₇
₂ 月末 ₁₈, ₁₁₂ ₂₂. ₅ ₃, ₃₀₆. ₀₃ ₂₃. ₃ ₉₇. ₅ ₂. ₇
₃ 月末 ₁₇, ₇₄₄ ₂₀. ₀ ₃, ₂₄₁. ₆₂ ₂₀. ₉ ₉₇. ₇ ₂. ₄
₄ 月末 ₁₇, ₈₇₂ ₂₀. ₈ ₃, ₂₆₇. ₃₆ ₂₁. ₉ ₉₇. ₅ ₂. ₅
₅ 月末 ₁₇, ₈₀₅ ₂₀. ₄ ₃, ₂₅₇. ₉₇ ₂₁. ₅ ₉₈. ₅ ₁. ₄

（期末）₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日 ₁₇, ₄₄₅ ₁₈. ₀ ₃, ₁₉₄. ₄₇ ₁₉. ₂ ₉₇. ₃ ₂. ₀
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₄, ₇₉₀円　期末：₁₆, ₁₄₅円（分配金₁, ₃₀₀円）　騰落率：₁₈. ₀％　（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

わが国のリート（不動産投資信託）市場全体の中長期的な動きを捉える投資成果をめざして運用を行なった結果、リート
市況の上昇を反映して、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○国内リート（不動産投資信託）市況

国内リート市況は、オフィス・ビル空室率の低下や実物不動産取引の活発化など国内リートを取り巻くファンダメンタ
ルズの改善傾向や、長期金利が低位な水準で安定的に推移したことなどを背景に、堅調に始まりました。₂₀₁₄年₁₀月に入
ると、ＩＭＦ（国際通貨基金）による世界経済見通しの下方修正などで世界経済への懸念が広がったことや、エボラ出血
熱の感染拡大に関する報道など不透明要因の増加もあり弱含む局面もありましたが、₁₀月末には日銀による予想外の追加
金融緩和を背景に国内リート市況は反発に転じ、その後も上昇基調を維持しました。₂₀₁₅年の年明け以降は、日銀が追加
緩和に関して慎重な姿勢を示したことなどをきっかけに長期金利が反転上昇したことに加えて、国内リート各社による相
次ぐエクイティ・ファイナンス（新株発行などを伴う資金調達）が需給面での重しとなったこともあって軟調に推移する
局面もありましたが、期末にかけて徐々に落ち着きを取り戻しました。
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ダイワ日本リート・ファンド

◆前期における「今後の運用方針」

当ファンドの運用の基本方針に基づき、わが国のリート市場全体の中長期的な動きを捉える投資成果をめざした運用を
継続してまいります。

◆ポートフォリオについて
わが国のリート市場全体の中長期的な動きを捉える投資成果をめざして、各銘柄の時価総額構成比に基づきポートフォリ

オを構築しました。
リートの実質組入比率（不動産投信指数先物を含む。）は、期を通じて₉₅％以上を維持しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
当ファンドの基準価額と参考指数の対比では、参考指数（東証ＲＥＩＴ指数（配当込み））の騰落率は₁₉. ₂％となりまし

た。一方、当ファンドの騰落率は₁₈. ₀％となりました。

（％）
20. 0

15. 0

10. 0

5. 0

0. 0
当　期

（2014. 6. 23～2015. 6. 22）

基準価額
東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₁, ₃₀₀円といたしました。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₆ 月₂₄日
～₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ₁, ₃₀₀
対 基 準 価 額 比 率（％） ₇. ₄₅
当 期 の 収 益（円） ₁, ₃₀₀
当 期 の 収 益 以 外（円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（円） ₆, ₁₄₅
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。
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ダイワ日本リート・ファンド

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₃₆₉. ₅₁円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₁, ₂₈₂. ₆₈
（ｃ）収 益 調 整 金 ₄, ₇₁₀. ₂₅
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁, ₀₈₃. ₀₄
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₇, ₄₄₅. ₄₉
（ｆ）分 配 金 ₁, ₃₀₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₆, ₁₄₅. ₄₉
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　引続き、当ファンドの運用方針に基づき、わが国のリート市場全体の中長期的な動きを捉える投資成果をめざして運用を行
なってまいります。
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ダイワ日本リート・ファンド

■主要な売買銘柄
投資信託証券

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₄日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 口　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 口　数 金　額 平均単価

千口 千円 円 千口 千円 円
日本ビルファンド  ₀. ₃₄₃ ₁₉₉, ₅₉₂ ₅₈₁, ₉₀₂  日本ビルファンド  ₀. ₃₃₇ ₁₉₈, ₃₃₈ ₅₈₈, ₅₄₁ 
ジャパンリアルエステイト  ₀. ₃₄ ₁₉₅, ₂₀₂ ₅₇₄, ₁₂₅  ジャパンリアルエステイト  ₀. ₃₀₂ ₁₇₄, ₄₇₄ ₅₇₇, ₇₃₀ 
日本リテールファンド  ₀. ₆₃₇ ₁₅₀, ₀₆₀ ₂₃₅, ₅₇₃  日本リテールファンド  ₀. ₅₅₆ ₁₃₅, ₆₆₂ ₂₄₃, ₉₉₆ 
日本プロロジスリート  ₀. ₅₀₅ ₁₂₈, ₁₅₀ ₂₅₃, ₇₆₃  ユナイテッド・アーバン投資法人  ₀. ₅₈ ₁₀₆, ₄₃₇ ₁₈₃, ₅₁₃ 
ユナイテッド・アーバン投資法人  ₀. ₆₇₅ ₁₂₁, ₉₉₈ ₁₈₀, ₇₃₈  日本プロロジスリート  ₀. ₄ ₁₀₀, ₀₀₈ ₂₅₀, ₀₂₂ 
オリックス不動産投資  ₀. ₆₆₃ ₁₀₄, ₁₀₃ ₁₅₇, ₀₁₈  アドバンス・レジデンス  ₀. ₃₁ ₉₁, ₂₂₈ ₂₉₄, ₂₈₆ 
ＧＬＰ投資法人  ₀. ₇₄₅ ₉₃, ₆₀₅ ₁₂₅, ₆₄₄  オリックス不動産投資  ₀. ₄₉₅ ₈₃, ₄₈₀ ₁₆₈, ₆₄₇ 
大和証券オフィス投資法人  ₀. ₁₅₇ ₉₂, ₄₇₁ ₅₈₈, ₉₉₀  日本プライムリアルティ  ₀. ₂ ₈₂, ₂₈₃ ₄₁₁, ₄₁₇ 
日本プライムリアルティ  ₀. ₂₃ ₉₁, ₇₆₃ ₃₉₈, ₉₇₀  森トラスト総合リート  ₀. ₃₁₅ ₇₂, ₃₇₁ ₂₂₉, ₇₅₀ 
アドバンス・レジデンス  ₀. ₃₁₅ ₈₇, ₅₀₆ ₂₇₇, ₇₉₈  ＧＬＰ投資法人  ₀. ₅₆₃ ₇₁, ₉₇₁ ₁₂₇, ₈₃₅ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
（1）投資信託証券

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₄日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
買　　　　付 売　　　　付

口 数 金 額 口 数 金 額

国 内
千口 千円 千口 千円

₁₅. ₀₃₃ ₂, ₉₉₃, ₄₆₅ ₁₀. ₂₄₂ ₂, ₄₁₉, ₂₉₁ 
（ ―） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）売付（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

（2）先物取引の種類別取引状況
（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₄日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）

種　類　別 買　　　建 売　　　建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
不動産投信指数先物取引 ₂, ₂₆₄ ₂, ₂₃₂ ― ― 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₆. ₂₄～₂₀₁₅. ₆. ₂₂）
金　額 比　率

信託報酬  ₁₄₂円 ₀. ₈₅₁％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額は₁₆, ₇₄₀円です。

（投信会社）  （₆₃）  （₀. ₃₇₇） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₇₂）  （₀. ₄₃₁） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₇）  （₀. ₀₄₃） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₅   ₀. ₀₃₁  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（先物）  （₅）  （₀. ₀₂₇） 
（投資信託証券）  （₁）  （₀. ₀₀₄） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₁   ₀. ₀₀₅   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₁）  （₀. ₀₀₅） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₁₄₉   ₀. ₈₈₇  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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■利害関係人との取引状況
（1）期中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₄日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
投資信託証券 ₂, ₉₉₃ ₆₄ ₂. ₂ ₂, ₄₁₉ ₁₅ ₀. ₆ 

不動産投信指数先物取引 ₂, ₂₆₄ ₁, ₀₃₂ ₄₅. ₆ ₂, ₂₃₂ ₁, ₁₃₁ ₅₀. ₇ 

コール・ローン ₃₅, ₇₇₈ ― ― ― ― ― 

（2）利害関係人の発行する有価証券等
（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₄日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）

種　　類 当 期
買　付　額 売　付　額 期末保有額

百万円 百万円 百万円

投資信託証券 ₉₂ ₆₄ ₁₇₀ 
（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

（4）期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₄日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₁, ₉₅₅千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₁, ₀₃₆千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₅₃. ₀％ 

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証券、
大和証券オフィス投資法人です。

■組入資産明細表
（1）国内投資信託証券

銘　　　　　　　　　　　柄 期　　　首 当　　　　　　期　　　　　　末
口　　　数 口　　　数 評　　価　　額

千口 千口 千円 
日本アコモデーションファンド投資法人 ₀. ₂₇₃ ₀. ₂₈₈ ₁₃₇, ₈₀₈ 
ＭＣＵＢＳ　ＭｉｄＣｉｔｙ投資法人 ₀. ₁₀₉ ₀. ₁₁₄ ₄₂, ₉₂₁ 
森ヒルズリート ₀. ₈₁₉ ₀. ₉₃₅ ₁₄₆, ₉₈₂ 
野村不レジデンシャル ₀. ₀₉₅ ₀. ₀₉₆ ₆₇, ₀₀₈ 
産業ファンド ₀. ₀₉₈ ₀. ₂₁ ₁₁₆, ₁₃₀ 
大和ハウスリート ₀. ₁₇₄ ₀. ₂₀₉ ₁₀₇, ₄₂₆ 
アドバンス・レジデンス ₀. ₇₆₉ ₀. ₇₇₄ ₂₃₂, ₂₀₀ 
ケネディクスレジデンシャル ₀. ₁₄₃ ₀. ₂₀₈ ₇₅, ₉₂₀ 
ＡＰＩ投資法人 ₀. ₁₄₉ ₀. ₁₆₅ ₁₇₃, ₇₄₅ 
ＧＬＰ投資法人 ₁. ₂₄₁ ₁. ₄₂₃ ₁₆₈, ₀₅₆ 
コンフォリア・レジデンシャル ₀. ₀₆ ₀. ₂₈₂ ₇₃, ₉₁₂ 
日本プロロジスリート ₀. ₉₂₅ ₁. ₀₃ ₂₄₁, ₇₄₁ 
ＮＭＦ投資法人 ₀. ₉₈₅ ₀. ₉₉₁ ₁₅₅, ₇₈₅ 
星野リゾート・リート ₀. ₀₂₅ ₀. ₀₃ ₄₁, ₈₂₀ 
ＳＩＡ不動産投資 ₀. ₀₄₄ ₀. ₀₄₅ ₂₁, ₇₅₇ 
イオンリート投資 ₀. ₅₆₂ ₀. ₆₄₉ ₁₀₅, ₄₆₂ 
ヒューリックリート投資法 ₀. ₃₈₆ ₀. ₄₆₅ ₇₉, ₉₃₃ 
日本リート投資法人 ₀. ₀₉ ₀. ₁₈₁ ₅₃, ₇₀₂ 
インベスコ・オフィス・J リート ― ₀. ₃₂ ₃₄, ₀₁₆ 
日本ヘルスケア投資法 ― ₀. ₀₃₆ ₈, ₈₃₀ 
積水ハウス・リート投資 ― ₀. ₄₆₈ ₆₃, ₈₃₅ 

（3）利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって
発行される有価証券

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₄日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）

種　　　　　類 当　　　　　期
買　　付　　額

百万円

投 資 信 託 証 券 ₄₆
（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。
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銘　　　　　　　　　　　柄 期　　　首 当　　　　　　期　　　　　　末
口　　　数 口　　　数 評　　価　　額

千口 千口 千円 
トーセイ・リート投資法人 ― ₀. ₀₅₇ ₇, ₅₀₆ 
ケネディクス商業リート ― ₀. ₁₅₅ ₄₅, ₁₆₇ 
ヘルスケア & メディカル投資 ― ₀. ₀₇₂ ₁₀, ₀₆₅ 
日本ビルファンド ₀. ₈₃₅ ₀. ₈₄₁ ₄₈₂, ₇₃₄ 
ジャパンリアルエステイト ₀. ₇₄₁ ₀. ₇₇₉ ₄₄₆, ₃₆₇ 
日本リテールファンド ₁. ₃₆₆ ₁. ₄₄₇ ₃₅₄, ₅₁₅ 
オリックス不動産投資 ₁. ₁₆₃ ₁. ₃₃₁ ₂₃₄, ₆₅₅ 
日本プライムリアルティ ₀. ₄₈₈ ₀. ₅₁₈ ₂₀₅, ₁₂₈ 
プレミア投資法人 ₀. ₁₂₉ ₀. ₁₅₇ ₁₀₃, ₇₇₇ 
東急リアル・エステート ₀. ₅₇₈ ₀. ₅₈₂ ₈₈, ₈₁₃ 
グローバル・ワン不動産投資法人 ₀. ₁₁₅ ₀. ₁₁₅ ₅₂, ₆₁₂ 
野村不動産オフィス F ₀. ₂₂ ₀. ₂₂₂ ₁₂₄, ₇₆₄ 
ユナイテッド・アーバン投資法人 ₁. ₄₇₉ ₁. ₅₇₄ ₂₈₇, ₅₆₉ 
森トラスト総合リート ₀. ₇₈₁ ₀. ₇₈₆ ₁₈₂, ₁₉₄ 
インヴィンシブル投資法人 ₀. ₉₃₃ ₁. ₅₈₉ ₉₂, ₀₀₃ 
フロンティア不動産投資 ₀. ₂₉₃ ₀. ₂₉₅ ₁₆₉, ₀₃₅ 
平和不動産リート ₀. ₅₂₂ ₀. ₅₆₆ ₅₂, ₇₅₁ 
日本ロジスティクスファンド投資法人 ₀. ₄₉₁ ₀. ₄₉₄ ₁₂₃, ₄₀₁ 
福岡リート投資法人 ₀. ₄₀₈ ₀. ₄₄₅ ₉₆, ₁₂₀ 
ケネディクス・オフィス投資法人 ₀. ₂₀₉ ₀. ₂₄₁ ₁₅₁, ₁₀₇ 
積水ハウス・ＳＩ　レジデンシャル投資法人 ₀. ₅₄₂ ₀. ₆₀₆ ₇₇, ₀₂₂ 
いちご不動産投資法人 ₀. ₆₀₇ ₀. ₈₄₃ ₇₅, ₀₂₇ 
大和証券オフィス投資法人 ₀. ₂₃₅ ₀. ₂₈₇ ₁₇₀, ₇₆₅ 
阪急リート投資法人 ₀. ₀₇ ₀. ₃₅₆ ₄₉, ₁₂₈ 
スターツプロシード投資法人 ₀. ₀₈₆ ₀. ₁₀₃ ₂₀, ₂₀₈ 
トップリート投資法人 ₀. ₁₀₄ ₀. ₁₀₅ ₅₅, ₅₄₅ 
大和ハウス・レジデンシャル投資法人 ₀. ₂₂₁ ₀. ₄₄₅ ₁₂₂, ₈₆₄ 
ジャパン・ホテル・リート投資法人 ₁. ₅₅₁ ₁. ₈₆₈ ₁₅₄, ₁₁₀ 
日本賃貸住宅投資法人 ₀. ₈₇₃ ₀. ₉₇₆ ₈₁, ₁₀₅ 
ジャパンエクセレント投資法人 ₀. ₇₁₈ ₀. ₇₂₂ ₁₀₇, ₅₇₈ 

合 計
口 　 数 、 金 　 額 ₂₂. ₇₀₅ ₂₇. ₄₉₆ ₆, ₃₇₂, ₆₃₄ 

銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₄₅ 銘柄 ₅₁ 銘柄  ＜₉₇. ₃％＞ 
（注 ₁ ）合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₂ ）評価額の単位未満は切捨て。

（2）先物取引の銘柄別期末残高（評価額）

銘　柄　別 当　　　　　期　　　　　末
買　　建　　額 売　　建　　額

国
内東 証 Ｒ Ｅ Ｉ Ｔ

百万円 百万円 

₁₃₂  ― 
（注）単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
投 資 信 託 証 券 ₆, ₃₇₂, ₆₃₄ ₈₈. ₂ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₈₄₉, ₂₅₅ ₁₁. ₈ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₇, ₂₂₁, ₈₉₀ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 ₇， 460， 23₇， 382円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₆₉₉, ₄₇₄, ₂₂₆  
投 資 信 託 証 券（評価額） ₆, ₃₇₂, ₆₃₄, ₈₀₀  
未 収 入 金 ₉₄, ₇₅₀, ₂₄₄  
未 収 配 当 金 ₃₀, ₀₂₁, ₀₁₂  
差 入 委 託 証 拠 金 ₂₆₃, ₃₅₇, ₁₀₀  

（Ｂ）負 債 90₇， ₇02， 604  
未 払 金 ₈, ₃₂₆, ₅₆₃  
未 払 収 益 分 配 金 ₅₂₇, ₅₉₅, ₇₈₃  
未 払 解 約 金 ₁₀₄, ₅₄₅, ₉₆₅  
未 払 信 託 報 酬 ₂₈, ₆₉₁, ₈₂₃  
差 入 委 託 証 拠 金 代 用 有 価 証 券 ₂₃₈, ₃₆₀, ₀₀₀  
そ の 他 未 払 費 用 ₁₈₂, ₄₇₀  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 6， 552， 534， ₇₇8  
元 本 ₄, ₀₅₈, ₄₂₉, ₁₀₂  
次 期 繰 越 損 益 金 ₂, ₄₉₄, ₁₀₅, ₆₇₆  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 4， 058， 429， 102口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 16， 145円

＊ 期首における元本額は₃, ₃₉₇, ₈₃₉, ₆₂₈円、当期中における追加設定元本額は
₂, ₃₅₄, ₇₆₁, ₀₃₀円、同解約元本額は₁, ₆₉₄, ₁₇₁, ₅₅₆円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₆, ₁₄₅円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₆ 月₂₄日　至₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 162， 102， 044円

受 取 配 当 金 ₁₆₂, ₀₂₈, ₆₄₄
受 取 利 息 ₇₃, ₃₉₈
そ の 他 収 益 金 ₂

（Ｂ）有価証券売買損益 553， 4₇2， 993
売 買 益 ₈₅₆, ₂₂₃, ₉₅₅
売 買 損 △ ₃₀₂, ₇₅₀, ₉₆₂

（Ｃ）先物取引等損益 9， 210， 418
取 引 益 ₂₁, ₇₁₂, ₈₃₆
取 引 損 △ ₁₂, ₅₀₂, ₄₁₈

（Ｄ）信 託 報 酬 等 △ 54， 251， 988
（Ｅ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 6₇0， 533， 46₇
（Ｆ）前期繰越損益金 439， 545， ₇38
（Ｇ）追加信託差損益金 1， 911， 622， 254

（配 当 等 相 当 額）（ ₅₉₆, ₀₄₉, ₆₃₃）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₁, ₃₁₅, ₅₇₂, ₆₂₁）

（Ｈ）合 計（Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） 3， 021， ₇01， 459
（Ｉ）収 益 分 配 金 △ 52₇， 595， ₇83

次期繰越損益金（Ｈ＋Ｉ） 2， 494， 105， 6₇6
追 加 信 託 差 損 益 金 ₁, ₉₁₁, ₆₂₂, ₂₅₄

（配 当 等 相 当 額）（ ₅₉₆, ₀₄₉, ₆₃₃）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₁, ₃₁₅, ₅₇₂, ₆₂₁）
分 配 準 備 積 立 金 ₅₈₂, ₄₈₃, ₄₂₂

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁₄₉, ₉₆₅, ₈₇₄円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₅₂₀, ₅₆₇, ₅₉₃
（ｃ）収 益 調 整 金 ₁, ₉₁₁, ₆₂₂, ₂₅₄
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₄₃₉, ₅₄₅, ₇₃₈
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₃, ₀₂₁, ₇₀₁, ₄₅₉
（ｆ）分 配 金 ₅₂₇, ₅₉₅, ₇₈₃
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₂, ₄₉₄, ₁₀₅, ₆₇₆
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₄, ₀₅₈, ₄₂₉, ₁₀₂口
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ダイワ日本リート・ファンド

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 1， 300円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₆ 月₂₂日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₆, ₁₄₅円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用はありません。）を選択する
こともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、2014年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。
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ダイワ日本リート・ファンド・マネー・ポートフォリオ

★ダイワ日本リート・ファンド・マネー・ポートフォリオ
■設定以来の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額

公 社 債
組 入 比 率

純 資 産
総 額税　込　み

分　配　金
期　　　中
騰　落　率

円 円 ％ ％ 百万円
₁ 期末（2013年 ₆ 月24日） ₁₀, ₀₀₆  ₀  ₀. ₁ ₆₆. ₀  ₁₅₄ 
₂ 期末（2014年 ₆ 月23日） ₁₀, ₀₁₀  ₀  ₀. ₀ ₅₆. ₃  ₇₉ 
₃ 期末（2015年 ₆ 月22日） ₁₀, ₀₁₀  ₀  ₀. ₀ ₃₇. ₆  ₁₀₈ 

（注 ₁ ）公社債組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 ₂ ）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除きます。
（注 ₃ ） 当ファンドは、スイッチングにより一時滞留させる受皿としての役割をもったファンドであり、わが国の現物公社債等を中心に、安定運用を

行ないます。そのため、ベンチマークおよび参考指数はありません。

■当期中の基準価額の推移

10, 012

10, 011

10, 010

10, 009

10, 008

（円）
8

6

4

2

0

（億円）

期　末
（2015. 6. 22）

期　首
（2014. 6. 23）

基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）
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《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₀₁₀円　期末：₁₀, ₀₁₀円　騰落率：₀. ₀％
【基準価額の主な変動要因】

低金利環境で利息収入が僅少であったことなどから、基準価額は横ばいとなりました。
◆投資環境について

○国内短期金融市況
期を通じて、日銀は金融市場調節の操作目標をマネタリーベースとする量的・質的金融緩和政策を維持しました。ま

た、₂₀₁₄年₁₀月末には追加金融緩和を実施し、長期国債を中心とする資産買い入れをいっそう拡大しました。このような
日銀の金融政策を背景に、短期金融市場ではおおむね低位での金利水準が続き、無担保コール翌日物金利は₀. ₀₇％前後で
推移しました。国庫短期証券（ ₃ カ月物）の利回りは日銀の買い入れによる需給ひっ迫等を背景に、₀. ₀₄～△₀. ₀₈％程度
で推移しました。

年 月 日
基 準 価 額

公社債組入比率
騰　　落　　率

円 ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₆ 月₂₃日 ₁₀, ₀₁₀ ― ₅₆. ₃

₆ 月末 ₁₀, ₀₁₀ ₀. ₀ ₄₅. ₅
₇ 月末 ₁₀, ₀₀₉ △ ₀. ₀ ₅₀. ₀
₈ 月末 ₁₀, ₀₀₉ △ ₀. ₀ ₄₉. ₈
₉ 月末 ₁₀, ₀₁₀ ₀. ₀ ₄₆. ₁
₁₀月末 ₁₀, ₀₁₀ ₀. ₀ ₄₄. ₀
₁₁月末 ₁₀, ₀₁₀ ₀. ₀ ₄₅. ₇
₁₂月末 ₁₀, ₀₁₀ ₀. ₀ ₅₆. ₅

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₀, ₀₁₁ ₀. ₀ ₅₂. ₄
₂ 月末 ₁₀, ₀₁₁ ₀. ₀ ₄₂. ₁
₃ 月末 ₁₀, ₀₁₀ ₀. ₀ ₃₅. ₆
₄ 月末 ₁₀, ₀₁₀ ₀. ₀ ₄₁. ₅
₅ 月末 ₁₀, ₀₁₀ ₀. ₀ ₄₀. ₀

（期末）₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日 ₁₀, ₀₁₀ ₀. ₀ ₃₇. ₆
（注）騰落率は期首比。
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◆前期における「今後の運用方針」

当ファンドは、安定性を重視した運用を基本にしております。従いまして、今後もこのファンドの商品性格に基づき、
ダイワ・マネー・マザーファンドの受益証券およびコール・ローン等の短期金融資産による安定的な運用を行なってまい
ります。

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

「ダイワ・マネー・マザーファンド」の受益証券へ投資を行ないました。
○ダイワ・マネー・マザーファンド

資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ローン等の短期金融資産による安定運用を行ないました。
◆ベンチマークとの差異について

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークおよび参考指数を設けておりません。
◆分配金について

当期は、経費控除後の配当等収益が少額であったため、収益分配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₆ 月₂₄日
～₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ―
対 基 準 価 額 比 率（％） ―
当 期 の 収 益（円） ―
当 期 の 収 益 以 外（円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（円） ₁₀
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

《今後の運用方針》

○当ファンド
「ダイワ・マネー・マザーファンド」の受益証券へ投資を行ないます。

○ダイワ・マネー・マザーファンド
引続き資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ローン等の短期金融資産への投資により、安定的な運用を行

なってまいります。
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■組入資産明細表
親投資信託残高

種 類 期　　首 当 期 末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円

ダイワ・マネー・マザーファンド ₆₅, ₅₃₆  ₇₅, ₃₅₁  ₇₆, ₈₃₆ 

（注）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₄日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

ダイワ・マネー・
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

₃₇₇, ₆₀₈ ₃₈₅, ₀₀₀ ₃₆₇, ₇₉₂ ₃₇₅, ₀₀₀ 

（注）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
（1） ベビーファンドにおける期中の利害関係人との取引状

況
　当期中における利害関係人との取引はありません。

（2） マザーファンドにおける期中の利害関係人との取引状
況

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₄日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公 社 債 ₆₃, ₄₃₈ ₁₂, ₁₉₉ ₁₉. ₂ ― ― ― 

コール・ローン ₁, ₉₉₂, ₅₄₇ ― ― ― ― ― 
（注）平均保有割合₀. ₆％
※ 平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファン

ドのマザーファンド所有口数の割合。

（3） 期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率
　当期中における売買委託手数料の利害関係人への支
払いはありません。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証券で
す。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₆. ₂₄～₂₀₁₅. ₆. ₂₂）
金　額 比　率

信託報酬  ₃円 ₀. ₀₃₃％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額は₁₀, ₀₁₀円です。

（投信会社）  （₁）  （₀. ₀₀₈） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₂）  （₀. ₀₂₂） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₀）  （₀. ₀₀₃） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ― ― 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₀   ₀. ₀₀₀  その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₀） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₃   ₀. ₀₃₃  

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託
手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
ダイワ・マネー・マザーファンド ₇₆, ₈₃₆ ₆₂. ₈ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₄₅, ₅₈₈ ₃₇. ₂ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁₂₂, ₄₂₄ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。
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■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁, ₉₁₄円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₂₆₉
（ｃ）収 益 調 整 金 ₁₁₀, ₄₅₃
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₇₉
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁₁₂, ₇₁₅
（ｆ）分 配 金  ₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₁₁₂, ₇₁₅
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₁₀₈, ₅₆₅, ₅₆₉口

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の
適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社
にお問い合わせください。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₆ 月₂₄日　至₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 34， 521円

受 取 利 息 ₃₄, ₅₂₁
（Ｂ）有価証券売買損益 2₇， 924

売 買 益 ₂₄, ₃₄₉
売 買 損 ₃, ₅₇₅

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 60， 226
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2， 219
（Ｅ）前期繰越損益金 43
（Ｆ）追加信託差損益金 110， 453

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₀₀, ₁₂₉）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₁₀, ₃₂₄）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 112， ₇15
次期繰越損益金（Ｇ） 112， ₇15
追 加 信 託 差 損 益 金 ₁₁₀, ₄₅₃

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₀₀, ₁₂₉）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₁₀, ₃₂₄）
分 配 準 備 積 立 金 ₂, ₂₆₂

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 122， 424， 529円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₄₅, ₅₈₈, ₁₀₁
ダイワ・マネー・マザーファンド（評価額） ₇₆, ₈₃₆, ₄₂₈

（Ｂ）負 債 13， ₇46， 245
未 払 解 約 金 ₁₃, ₇₀₅, ₈₀₄
未 払 信 託 報 酬 ₃₉, ₉₂₀
そ の 他 未 払 費 用 ₅₂₁

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 108， 6₇8， 284
元 本 ₁₀₈, ₅₆₅, ₅₆₉
次 期 繰 越 損 益 金 ₁₁₂, ₇₁₅

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 108， 565， 569口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 10， 010円

＊ 期 首 に お け る 元 本 額 は₇₉, ₀₈₈, ₀₅₂円、 当 期 中 に お け る 追 加 設 定 元 本 額 は
₁, ₀₃₉, ₀₀₈, ₂₀₀円、同解約元本額は₁, ₀₀₉, ₅₃₀, ₆₈₃円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₀, ₀₁₀円です。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交
付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種
類になりましたが、「運用報告書（全体版）」については、
交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議につい
て、2014年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更さ
れたことに伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないまし
た。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受

益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」
から「受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を
得ること」に変更されました。

・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が
必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及
ぼす影響が軽微なものであるときは、当該併合に関する
書面決議が不要となりました。

・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定
について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンド
は該当します。）には適用されなくなりました。
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ダイワ・マネー・マザーファンド

■組入資産明細表
　下記は、2015年 6 月22日現在におけるダイワ・マネー・マザーファンド（28， 469， 546千口）の内容です。

＜補足情報＞
　当ファンド（ダイワ日本リート・ファンド・マネー・ポートフォリオ）が投資対象としている「ダイワ・マネー・マ
ザーファンド」の決算日（2014年₁₂月 ₉ 日）と、当ファンドの決算日が異なっておりますので、当ファンドの決算日
（₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日）現在におけるダイワ・マネー・マザーファンドの組入資産の内容等を₁₅ページに併せて掲載いたし
ました。

■ダイワ・マネー・マザーファンドの主要な売買銘柄
公　 社　 債

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₄日から₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日まで）
買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付

銘 柄 金 額 銘 柄 金 額
千円 千円

₄₉₀ 国庫短期証券  ₂₀₁₅⊘₂⊘₉ ₁₁, ₉₉₉, ₈₃₂ 
₅₂₀ 国庫短期証券  ₂₀₁₅⊘₆⊘₂₂ ₃, ₄₉₉, ₉₇₅ 
₅₂₁ 国庫短期証券  ₂₀₁₅⊘₆⊘₂₉ ₂, ₄₃₉, ₉₀₀ 
₅₀₂ 国庫短期証券  ₂₀₁₅⊘₃⊘₃₀ ₂, ₀₀₀, ₀₀₀ 
₅₀₉ 国庫短期証券  ₂₀₁₅⊘₅⊘₇ ₂, ₀₀₀, ₀₀₀ 
₅₁₀ 国庫短期証券  ₂₀₁₅⊘₅⊘₁₂ ₂, ₀₀₀, ₀₀₀ 
₅₃₂ 国庫短期証券  ₂₀₁₅⊘₈⊘₁₇ ₂, ₀₀₀, ₀₀₀ 
₅₃₈ 国庫短期証券  ₂₀₁₅⊘₉⊘₁₄ ₁, ₉₉₉, ₉₉₈ 
₅₄₀ 国庫短期証券  ₂₀₁₅⊘₉⊘₂₄ ₁, ₉₉₉, ₉₉₈ 
₅₀₀ 国庫短期証券  ₂₀₁₅⊘₃⊘₂₃ ₁, ₉₉₉, ₉₉₆ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

（1）国内（邦貨建）公社債（種類別）
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

区 分 額　面　金　額 評 価 額 組入比率
う ち Ｂ Ｂ 格
以 下 組 入
比 率

残 存 期 間 別 組 入 比 率
₅ 年以上 ₂ 年以上 ₂ 年未満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％
国 債 証 券 ₁₅, ₄₄₀, ₀₀₀ ₁₅, ₄₃₉, ₉₆₀ ₅₃. ₂ ― ― ― ₅₃. ₂ 

（注 ₁ ）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注 ₂ ）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。

（2）国内（邦貨建）公社債（銘柄別）
₂₀₁₅年 ₆ 月₂₂日現在

区 分 銘 柄 年 利 率 額 面 金 額 評 価 額 償 還 年 月 日
％ 千円 千円

国債証券 ₅₂₁ 国庫短期証券 ― ₂, ₄₄₀, ₀₀₀ ₂, ₄₃₉, ₉₉₂ ₂₀₁₅/₀₆/₂₉ 
₅₂₂ 国庫短期証券 ― ₁, ₅₀₀, ₀₀₀ ₁, ₄₉₉, ₉₉₃ ₂₀₁₅/₀₇/₀₆ 
₅₂₄ 国庫短期証券 ― ₁, ₀₀₀, ₀₀₀ ₉₉₉, ₉₉₇ ₂₀₁₅/₀₇/₁₃ 
₅₃₂ 国庫短期証券 ― ₂, ₀₀₀, ₀₀₀ ₂, ₀₀₀, ₀₀₀ ₂₀₁₅/₀₈/₁₇ 
₅₃₄ 国庫短期証券 ― ₁, ₅₀₀, ₀₀₀ ₁, ₄₉₉, ₉₉₆ ₂₀₁₅/₀₈/₂₄ 
₅₃₅ 国庫短期証券 ― ₂, ₀₀₀, ₀₀₀ ₁, ₉₉₉, ₉₈₄ ₂₀₁₅/₀₈/₃₁ 
₅₃₆ 国庫短期証券 ― ₁, ₀₀₀, ₀₀₀ ₁, ₀₀₀, ₀₀₀ ₂₀₁₅/₀₉/₀₇ 
₅₃₈ 国庫短期証券 ― ₂, ₀₀₀, ₀₀₀ ₁, ₉₉₉, ₉₉₈ ₂₀₁₅/₀₉/₁₄ 
₅₄₀ 国庫短期証券 ― ₂, ₀₀₀, ₀₀₀ ₁, ₉₉₉, ₉₉₈ ₂₀₁₅/₀₉/₂₄ 

合　　計
銘  柄  数 ₉銘柄 

金　　 額 ₁₅, ₄₄₀, ₀₀₀ ₁₅, ₄₃₉, ₉₆₀ 
（注）単位未満は切捨て。
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ダイワ・マネー・マザーファンド

運用報告書　第10期　（決算日　2014年12月 9 日）

（計算期間　₂₀₁₃年₁₂月₁₀日～₂₀₁₄年₁₂月 ₉ 日）

　ダイワ・マネー・マザーファンドの第₁₀期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針 主としてわが国の公社債への投資により、利息収入の確保をめざして運用を行ないます。
主要投資対象 本邦通貨表示の公社債

運 用 方 法
①わが国の公社債を中心に安定運用を行ないます。
②邦貨建資産の組入れにあたっては、取得時に第二位（A－ ₂ 格相当）以上の短期格付であ
り、かつ残存期間が ₁ 年未満の短期債、コマーシャル・ペーパーに投資することを基本としま
す。

株式組入制限 純資産総額の₃₀％以下

東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 1 号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /
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ダイワ・マネー・マザーファンド

■当期中の基準価額の推移

年　 月　 日
基 　準 　価 　額 公 社 債

組入比率騰 落 率
円 ％ ％

（期首）₂₀₁₃年₁₂月 ₉ 日 ₁₀, ₁₉₀ ― ₆₃. ₂
₁₂月末 ₁₀, ₁₉₁ ₀. ₀ ₆₀. ₂

₂₀₁₄年 ₁ 月末 ₁₀, ₁₉₁ ₀. ₀ ₈₉. ₉
₂ 月末 ₁₀, ₁₉₂ ₀. ₀ ₇₂. ₇
₃ 月末 ₁₀, ₁₉₂ ₀. ₀ ₇₂. ₇
₄ 月末 ₁₀, ₁₉₃ ₀. ₀ ₇₇. ₅
₅ 月末 ₁₀, ₁₉₃ ₀. ₀ ₇₀. ₄
₆ 月末 ₁₀, ₁₉₄ ₀. ₀ ₆₆. ₇
₇ 月末 ₁₀, ₁₉₄ ₀. ₀ ₆₉. ₉
₈ 月末 ₁₀, ₁₉₄ ₀. ₀ ₆₅. ₁
₉ 月末 ₁₀, ₁₉₅ ₀. ₀ ₅₈. ₈
₁₀月末 ₁₀, ₁₉₅ ₀. ₀ ₆₀. ₇
₁₁月末 ₁₀, ₁₉₅ ₀. ₀ ₆₃. ₈

（期末）₂₀₁₄年₁₂月 ₉ 日 ₁₀, ₁₉₅ ₀. ₀ ₆₀. ₀
（注 ₁ ）騰落率は期首比。
（注 ₂ ） 公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除き

ます。
（注 ₃ ） 当ファンドは、利息収入の確保をめざして安定運用を行なっており、ベンチ

マークおよび参考指数はありません。

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₁₉₀円　期末：₁₀, ₁₉₅円　騰落率：₀. ₀％
【基準価額の主な変動要因】

利息収入により、基準価額は値上がりしました。
◆投資環境について

期を通じて、日銀は金融市場調節の操作目標をマネタリーベースと
する量的・質的金融緩和政策を維持しました。また、₂₀₁₄年₁₀月末に
は追加金融緩和を実施し、長期国債を中心とする資産買い入れを一層
拡大しました。このような日銀の金融政策を背景に、短期金融市場で
はおおむね低位での金利水準が続き、無担保コール翌日物金利は
₀. ₀₆％台を中心に推移しました。国庫短期証券（ ₃ カ月物）の利回り
は₀. ₀₆％程度で始まりましたが、日銀の買い入れによる需給ひっ迫等
を背景に、△₀. ₀₁％程度まで低下して期末を迎えました。

◆前期における「今後の運用方針」
資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ローン等の短

期金融資産への投資により、安定的な運用を行なってまいります。
◆ポートフォリオについて

短期の国債およびコール・ローン等の短期金融資産による安定運用
を行ないました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークや参考

指数を設けておりません。

《今後の運用方針》
　引続き、資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ローン等
の短期金融資産への投資により、安定的な運用を行なってまいります。

■売買および取引の状況
公　 社　 債

（2013年12月10日から2014年12月 ₉ 日まで）
買 付 額 売 付 額

国 

内

千円 千円
国 債 証 券 ₄₁, ₅₉₇, ₁₁₄ ―

（ ₃₅, ₀₀₀, ₀₀₀） 
（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 ₃ ）単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 ―円

有価証券取引税 ―

その他費用 ―
合　　　　　　　計 ―

（注） 費用の項目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項
目の概要をご参照ください。

10, 200

10, 195

10, 190

10, 185

10, 180

（円）

期　首
（2013. 12. 9）

期　末
（2014. 12. 9）

基準価額
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ダイワ・マネー・マザーファンド

■投資信託財産の構成
₂₀₁₄年₁₂月 ₉ 日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
公    社    債 ₁₅, ₃₉₉, ₈₇₂ ₆₀. ₀ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₁₀, ₂₅₃, ₆₄₀ ₄₀. ₀ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₂₅, ₆₅₃, ₅₁₂ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₄年₁₂月 ₉ 日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 25, 653, 512, ₇83円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₁₀, ₂₅₃, ₆₄₀, ₁₆₀  
公 社 債（評価額） ₁₅, ₃₉₉, ₈₇₂, ₆₂₃  

（Ｂ）負 債 ―  
（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 25, 653, 512, ₇83  

元 本 ₂₅, ₁₆₂, ₁₅₈, ₄₇₁  
次 期 繰 越 損 益 金 ₄₉₁, ₃₅₄, ₃₁₂  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 25, 162, 158, 4₇1口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 10, 195円

＊ 期首における元本額は₁₃, ₆₆₀, ₉₂₁, ₁₀₀円、当期中における追加設定元本額は
₂₅, ₅₅₆, ₆₅₂, ₃₃₅円、同解約元本額は₁₄, ₀₅₅, ₄₁₄, ₉₆₄円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイワ
／ＲＩＣＩⓇコモディティ・ファンド₈, ₉₅₂, ₅₀₈円、ＵＳ債券ＮＢ戦略ファンド
（為替ヘッジあり／年 ₁ 回決算型）₇₄₀, ₅₆₄円、ＵＳ債券ＮＢ戦略ファンド（為
替ヘッジなし／年 ₁ 回決算型）₁, ₆₂₃, ₃₅₀円、ＮＢストラテジック・インカム・
ファンド＜ラップ＞米ドルコース₉₈₁円、ＮＢストラテジック・インカム・ファ
ンド＜ラップ＞円コース₉₈₁円、ＮＢストラテジック・インカム・ファンド
＜ラップ＞世界通貨分散コース₉₈₁円、ダイワファンドラップコモディティセレ

クト₂₃, ₈₆₅, ₂₂₈円、ダイワ米国株ストラテジーα（通貨選択型）－トリプルリ
ターンズ－ 日本円・コース（毎月分配型）₁₃₂, ₇₅₇円、ダイワ米国株ストラテ
ジーα（通貨選択型）－トリプルリターンズ－ 豪ドル・コース（毎月分配型）
₆₄₃, ₁₃₂円、ダイワ米国株ストラテジーα（通貨選択型）－トリプルリターンズ
－ ブラジル・レアル・コース（毎月分配型）₄, ₄₀₁, ₆₁₃円、ダイワ米国株ストラ
テジーα（通貨選択型）－トリプルリターンズ－ 米ドル・コース（毎月分配型）
₁₂, ₇₈₄円、ダイワ／フィデリティ北米株式ファンド－パラダイムシフト
－ ₄₉, ₀₉₆, ₆₂₃円、ダイワＦＥグローバル・バリュー株ファンド（ダイワＳＭＡ
専用）₁₃, ₈₉₆, ₄₃₅円、ダイワ米国高金利社債ファンド（通貨選択型）ブラジル・
レアル・コース（毎月分配型）₉₈, ₂₉₀, ₇₄₄円、ダイワ米国高金利社債ファンド

（通貨選択型）日本円・コース（毎月分配型）₂₃, ₅₉₀, ₅₂₇円、ダイワ米国高金利
社債ファンド（通貨選択型）米ドル・コース（毎月分配型）₂, ₁₆₃, ₃₆₀円、ダイ
ワ米国高金利社債ファンド（通貨選択型）豪ドル・コース（毎月分配型）
₁₃, ₇₆₁, ₅₅₂円、ダイワ／ＵＢＳエマージングＣＢファンド₂, ₄₉₈, ₅₇₅円、ダイワ
／アムンディ食糧増産関連ファンド₁₄, ₇₈₀, ₁₆₀円、ダイワ日本リート・ファン
ド・マネー・ポートフォリオ₁₃₄, ₁₉₇, ₁₅₈円、ダイワ新興国ハイインカム・プラ
スⅡ－金積立型－ ₁, ₉₇₂, ₅₃₇円、ダイワ新興国ハイインカム債券ファンド（償還
条項付き）為替ヘッジあり₄, ₉₂₆, ₇₁₆円、ダイワ新興国ソブリン債券ファンド（資
産成長コース）₄₉, ₀₈₂, ₁₄₉円、ダイワ新興国ソブリン債券ファンド（通貨αコー
ス）₁₉₆, ₂₉₀, ₀₉₄円、ダイワ・インフラビジネス・ファンド－インフラ革命
－ （為替ヘッジあり）₉, ₈₁₃, ₅₄₃円、ダイワ・インフラビジネス・ファンド－イ
ンフラ革命－（為替ヘッジなし）₂₉, ₄₄₀, ₆₂₉円、ダイワ米国ＭＬＰファンド（毎
月分配型）米ドルコース₁₃, ₇₃₂, ₂₂₂円、ダイワ米国ＭＬＰファンド（毎月分配型）
日本円コース₃, ₈₇₄, ₄₄₉円、ダイワ米国ＭＬＰファンド（毎月分配型）通貨αコー
ス₁₃, ₄₃₇, ₉₆₀円、ダイワ英国高配当株ツインα（毎月分配型）₉₈, ₁₀₇円、ダイワ
英国高配当株ファンド₉₈, ₁₀₇円、ダイワ英国高配当株ファンド・マネー・ポート
フォリオ₇₄, ₂₅₂, ₂₂₀円、ダイワ米国高金利社債ファンド（通貨選択型）南アフリ
カ・ランド・コース（毎月分配型）₉₈, ₂₅₂円、ダイワ米国高金利社債ファンド
（通貨選択型）トルコ・リラ・コース（毎月分配型）₂, ₅₅₄, ₂₁₂円、ダイワ米国
高金利社債ファンド（通貨選択型）通貨セレクト・コース（毎月分配型）
₁, ₁₇₈, ₉₇₆円、ダイワ・オーストラリア高配当株α（毎月分配型）株式αコース
₉₈, ₂₀₃円、ダイワ・オーストラリア高配当株α（毎月分配型）通貨αコース
₉₈, ₂₀₃円、ダイワ・オーストラリア高配当株α（毎月分配型）株式＆通貨ツイン
αコース₉₈₂, ₀₂₉円、ブルベア・マネー・ポートフォリオⅢ　₂₄, ₃₆₇, ₃₈₁, ₆₇₆
円、ダイワ米国株ストラテジーα（通貨選択型）－トリプルリターンズ－　通貨
セレクト・コース（毎月分配型）₉₈, ₁₇₄円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₀, ₁₉₅円です。

■主要な売買銘柄
公　 社　 債

（2013年12月10日から2014年12月 ₉ 日まで）
当　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　付 売　　　　　　　付
銘　　　　柄 金　額 銘　　　　柄 金　額

千円 千円
₄₉₀ 国庫短期証券  ₂₀₁₅/₂/₉ ₁₁, ₉₉₉, ₈₃₂ 
₄₇₃ 国庫短期証券  ₂₀₁₄/₁₁/₁₇ ₁, ₄₉₉, ₉₉₄ 
₄₇₉ 国庫短期証券  ₂₀₁₄/₁₂/₁₅ ₁, ₄₉₉, ₉₈₅ 
₄₆₃ 国庫短期証券  ₂₀₁₄/₁₀/₆ ₁, ₄₉₉, ₈₆₈ 
₄₆₁ 国庫短期証券  ₂₀₁₄/₉/₂₂ ₁, ₄₉₉, ₈₆₅ 
₄₅₉ 国庫短期証券  ₂₀₁₄/₉/₁₆ ₁, ₄₉₉, ₈₅₇ 
₄₆₅ 国庫短期証券  ₂₀₁₄/₁₀/₁₄ ₁, ₃₉₉, ₉₁₀ 
₄₃₉ 国庫短期証券  ₂₀₁₄/₆/₂₃ ₁, ₃₉₉, ₈₆₇ 
₄₄₄ 国庫短期証券  ₂₀₁₄/₇/₁₄ ₁, ₃₉₉, ₈₃₀ 
₄₂₂ 国庫短期証券  ₂₀₁₄/₄/₁₄ ₁, ₃₉₉, ₇₇₈ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
（1）国内（邦貨建）公社債（種類別）

作成期 当　　　　　　　　　期　　　　　　　　　末

区　分 額面金額 評価額 組入比率
うちＢＢ
格 以 下
組入比率

残存期間別組入比率
₅ 年以上 ₂ 年以上 ₂ 年未満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％
国債証券 ₁₅, ₄₀₀, ₀₀₀ ₁₅, ₃₉₉, ₈₇₂ ₆₀. ₀ ― ― ― ₆₀. ₀ 
（注 ₁ ）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注 ₂ ）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。

（2）国内（邦貨建）公社債（銘柄別）
当　　　　　　　　　期　　　　　　　　　末

区　分 銘　　柄 年利率 額面金額 評価額 償還年月日
％ 千円 千円

国債証券 ₄₇₉ 国庫短期証券 ― ₁, ₅₀₀, ₀₀₀ ₁, ₄₉₉, ₉₉₈ ₂₀₁₄/₁₂/₁₅ 
₄₈₂ 国庫短期証券 ― ₁, ₀₀₀, ₀₀₀ ₉₉₉, ₉₉₇ ₂₀₁₅/₀₁/₀₈ 
₄₉₀ 国庫短期証券 ― ₁₂, ₀₀₀, ₀₀₀ ₁₁, ₉₉₉, ₈₈₉ ₂₀₁₅/₀₂/₀₉ 
₄₉₃ 国庫短期証券 ― ₉₀₀, ₀₀₀ ₈₉₉, ₉₈₆ ₂₀₁₅/₀₂/₂₃ 

合計 銘柄数 ₄銘柄 
金 額 ₁₅, ₄₀₀, ₀₀₀ ₁₅, ₃₉₉, ₈₇₂ 

（注）単位未満は切捨て。
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ダイワ・マネー・マザーファンド

■損益の状況
当期　自₂₀₁₃年₁₂月₁₀日　至₂₀₁₄年₁₂月 ₉ 日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 6, 254, 653円

受 取 利 息 ₆, ₂₅₄, ₆₅₃  
（Ｂ）有価証券売買損益 1, 634  

売 買 益 ₁, ₆₃₄  
（Ｃ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ） 6, 256, 28₇  
（Ｄ）前期繰越損益金 259, 898, 412  
（Ｅ）解 約 差 損 益 金 △  2₇1, 101, 052  
（Ｆ）追加信託差損益金 496, 300, 665  
（Ｇ）合 計（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 491, 354, 312  

次期繰越損益金（Ｇ） 491, 354, 312  
（注 ₁ ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。
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